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概要 

川上企業による直接販路開設は、経営学の文脈では盛んな議論が続い

ている。対して、川上企業による直接販路開設は、一見したところ川下市

場の企業数増加による競争促進効果が見込まれるため、競争政策の観

点から特段の考察はされなかった。本稿は、筆者らによる最近の研究成

果を踏まえて、直接販路の開設が総余剰に与える効果について簡単な

論点の提示をする。 
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1.はじめに 

 消費者が最終消費財を購入する際、消費者がこれらの製品を製造している企業から

直接購入することは稀で、各地域に存在する小売店や電子商取引店といった製品取

引を仲介する店舗から購入している。そして、これらの仲介をしている店舗は、最終財

を製造している企業とは独立な事業者として活動している。第三者を介する間接取引

は、いわゆるフランチャイズ契約により小売店舗を営業している独立事業者とその親会

社の関係でも同様である。 
 このような垂直取引関係が存在する下で、川上企業が直接販路の開設により消費者

に直接販売する例も多く観察される。フランチャイズ契約では、親会社が独立小売店

舗と直営店を共存させる例が数多く観察され(Bai and Tao, 2000)、通常の最終消費財

でも、各業種における取り扱い規模の違いはあるものの、インターネットの普及によっ

て製造会社が直接販路を開設することが増えている(Verhoef, Kannan, and Inman, 
2015)。これらのことから、経営学の文脈では、直接販路の開設が企業利潤に及ぼす

効果について、長年に渡り盛んな議論が続いている(Ailawadi and Farris, 2017)。 
対して、経済政策の観点において、直営店出店や直接販路開設によって、既存の

独立小売店との軋轢が生じて訴訟へと発展する可能性があるため（フランチャイズに

おける直営店出店の問題（いわゆる encroachment の問題）は Emerson (2010)に詳

しい）、直接販路開設の問題は一部の契約法研究者が関心を寄せる程度であった。

加えて、直接販路の開設は、形式上は川下市場の企業数増加による競争促進が見

込めるため、既存の独立小売店による不満は考慮しつつも、政策上の介入が必要とさ

れるか判断に苦慮する面があると思われていた(Kalnins, 2004)。実際、直接販路開設

により総余剰に正の影響を与えることが予想されるため(Dutta, Heide, and Bergen, 
1999; Blair and Lafontaine, 2005)、直接販路を開設した結果として総余剰が減少す

ることを示した理論研究は無かった1。このことに加えて、理論上、川上と川下が相互に

独占の状況で川上企業が二部料金を一方的に決定できる場合、川上企業は、川下

企業が産業全体の利潤を最大化する価格付けをするように卸売価格を設定し、その

下で川下企業が獲得する粗利潤のすべてを固定料金によって徴収できることから、川

下企業の方が川上企業の直接販路よりも効率的であれば、直接販路を開設する誘因

が無いことも知られている(Arya, Mittendorf, and Sappington, 2007)。このことも、二

部料金契約の下での直接販路開設について、分析が進まなかった要因の１つである

と考えられる。 
この様な中で、本稿で紹介する Pan (2018)は、川上企業と川下企業の取引で二部

料金が用いられる市場においても、川上企業に直接販路を開設する誘因がある状況

を提示するとともに、その下で、直販販路開設によって総余剰が減少することを示した

                                                   
1 実際、販路の種類が増えると販売総額が増える傾向は Neslin et al. (2006)が様々な実証研究の成果をまとめて

いる。 
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最初の研究として位置付けることができる。そこでは、Hart and Tirole (1990)の設定を

援用し、独占の川上企業１社が二部料金契約を用いて独立の川下企業２社と取引し

ている状況から、川上企業が直接販路を開設する誘因があることを示すと同時に、こ

の直接販路の開設が川下企業２社を排除する効果を持つことを示している。詳細は

後程説明するが、この設定では、川下企業が２社存在することと、川上企業が各川下

企業と交わす契約が当事者だけの私的情報になっていることが結果に影響を与えて

いる。 
Pan (2018)のような川下複占ではなく、Arya, Mittendorf, and Sappington (2007)

のような川下独占に変更した上で、川上企業が二部料金を用いて川下企業と取引し

ている状況から、川上企業が直接販路を開設する誘因がある条件を示すとともに、こ

の販路開設によって総余剰が減少する可能性を示した論文として、本稿で紹介する

Matsushima, Mizuno, and Pan (2018)がある。前述の通り、川上と川下が相互に独占

の状況で川上企業が二部料金を一方的に決定できる場合、川下企業の方が川上企

業の直接販路よりも効率的であれば、直接販路を開設する誘因は無いことが知られて

いる(Arya, Mittendorf, and Sappington, 2007)。そこで、Matsushima, Mizuno, and 
Pan (2018)では、Arya, Mittendorf, and Sappington (2007)と同様に直接販路の非

効率性を取り込みつつ、取引条件が一方的に決定されるのではなく、各企業の交渉

力によって決定される（具体的には、ナッシュ交渉によって決定される）状況を想定す

ることで、川上企業に直接販路を開設する誘因がある条件を示すとともに、直接販路

が開設された時に起こる川下の競争環境によっては、直接販路の開設が総余剰の減

少をもたらす可能性を示している。 
この Matsushima, Mizuno, and Pan (2018)に川下企業による効率性改善投資を

入れて、川上企業による直接販路の開設可能性が川下企業による投資に与える影響

を考慮して、直接販路の開設可能性が各経済主体の利潤や総余剰などに与える影

響を分析した論文として、本稿で紹介する Matsushima and Mizuno (2018)がある。

フランチャイズ契約における親会社が、契約先川下企業による営業努力の状況を観

察した上で直営店を近隣に出店してくる可能性を考慮に入れた設定となっている。こ

の論文では、川下企業による努力によって一定程度の効率性改善が見込める状況を

想定しているため、直営店出店の可能性が川下企業の努力を引き出すことになる。そ

して、直営店の出店それ自体は総余剰を損ねる可能性があるものの、努力を引き出す

効果によって、直営店の出店可能性は総余剰や消費者余剰を改善する方向へ向か

わせることを示している。 
本稿で紹介する問題を考える際の注意点がある。想定する市場構造によっては、

直接販路を開設した後に実現する状況と、川上企業と川下企業の垂直統合によって

実現する状況が同じになることもあり得る点である。そのことを理解するために、以下の
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図１A と図１B を確認する2。各図における U は独占川上企業、図１A における D は独

立の川下企業、DU は川上企業が開設した直接販路、図１B における Di は川下企業 i
を表している(i=1,2)。 

  
図１A: 直接販路開設               図１B：垂直統合 

図１: 直接販路開設と垂直統合の相違点 

Arya, Mittendorf, and Sappington (2007)のように、図１A 左の市場構造を出発点

として直接販路の開設について分析している Matsushima, Mizuno, and Pan (2018)
と Matsushima and Mizuno (2018)において、直接販路が開設されると図１A 右の市

場構造となる。対して、Hart and Tirole (1990)のように契約が私的情報であることを前

提に、図１B 左の市場構造を出発点として垂直統合について分析している Reisinger 
and Tarantino (2015)では、一方の川下企業と垂直統合すると図１B 右の市場構造と

なる。なお、Pan (2018)では、図１B 左を出発点に独占川上企業 U が直接販路 DU を

開設する状況を扱っており、図１B 左に DU を追加した市場構造を扱っている。よって、

Hart and Tirole (1990)との関連が強くなっている3。 
図１A 右と図１B 右は同一の市場構造となっているが、図１A と図１B における事前

の状況は異なっている（各図の左側参照）。図１A においては、川下市場が独占の状

況から始まっているため、図１B と比べて総余剰の減少が起こりにくい状況を検討して

いる点に特徴がある。但し、事後の市場構造で見ると、Matsushima, Mizuno, and 
Pan (2018)は Reisinger and Tarantino (2015)で部分的に考察された知見を援用した

形になっている。 
以下では、Pan (2018)、Matsushima, Mizuno, and Pan (2018)、Matsushima and 

Mizuno (2018)のそれぞれついて、設定と結果ならびに結果の含意について概説す

る。 

2. Pan (2018)の設定と結果 

まずは、Pan (2018)の設定と結果について紹介する。費用ゼロで投入物を生産でき

                                                   
2 その他の販路構造については Yoo and Lee (2011) を参照されたい。 
3 最近の垂直統合に関する議論に関しては Reisinger and Tarantino (2015)と Allain, Chambolle, and Rey (2016)
の各論文における第１節も参照されたい。 
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る独占川上企業 U が、川上から調達した投入物を費用ゼロで最終消費財として供給

できる川下企業 2 社（D1 と D2）と取引している状況を出発点として設定している。この

市場構造の下、独占川上企業が、各川下企業よりも効率性の点で劣る直接販路を開

設するか否か検討している。 
ゲームの流れは以下の通りである。最初に、川上企業 U が直接販路を開設するか

否か決定する。その後、川上企業 U の決定を観察した後で、川上企業 U は各川下企

業に対して取引条件を一方的に提示する。設定の注意点として、Hart and Tirole 
(1990)や Reisinger and Tarantino (2015)と同様に、各川下企業 Di は川上企業 U と

取引条件を決定した後でも、競合相手 Dj の取引条件を観察できないことが仮定され

ていることがある(i=1,2,j≠ )。最後に、各川下企業が最終消費財を供給する。 

 
図２: Pan (2018)の市場構造 

詳細の説明は省略するが、取引条件が観察できない仮定の下、川上企業は産業

全体で独占利潤を生みだすような契約を設定できないことが知られており、川上企業

は複占市場の利潤しか獲得できないことが知られている4。この状況を克服するため

に、川上企業は効率性の劣る直接販路を開設することで、非効率な直接販路を用い

て独占利潤に近い利潤を実現しようとする。その際、現存の川下企業に対して、直接

販路が開設されない場合に比べて取引量が少なくなるような契約を提示することで、

独占利潤に近い利潤を実現しようとするため、直接販路の開設が総余剰の減少をもた

らす可能性がある。 
この理論結果は、Park (2015)の実証研究が明らかにした、地方の農家による直接

販路の開拓によって市場全体の販売量が減少したことと対応している可能性がある。

                                                   
4 各川下企業の粗利潤が独占利潤の半分となるような取引契約を提示して（例えば、各川下企業に独占生産量の

半分を供給させる契約を設定して）、これに各川下企業が納得すれば、各川下企業が得る独占利潤の半分を固定

料金で徴収することで、川上企業は独占利潤を達成できるが、実際には、このような契約を各川下企業は受け入れ

ない。なぜならば、各川下企業がこの契約に納得したこと前提に、川上企業 U は何れか一方の川下企業（D1 とす

る）と結託して、もう一方の契約（D2 との契約）を前提として U と D1 の合計利潤を最大化する契約（D2 が独占生産

量の半分を供給することを前提に、U と D1 の合計利潤を最大にする供給量）を設定する誘因がある。契約内容が

各当事者間の私的情報となっている下で、このような隠れた逸脱が生じることを各川下企業が予想するため、産業

全体で独占利潤を達成する契約は実現せず、各川下企業が複占利潤を得る契約しか実現できないことが知られて

いる（詳しくは Hart and Tirole (1990)や Rey and Tirole (2007)を参照）。 
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また、一般に考えられているような直接販路の開設による競争促進効果(Dutta, 
Heide, and Bergen, 1999; Blair and Lafontaine, 2005)は、想定される市場環境によ

っては成立せず、既存の小売店舗を親会社による直営店との競争から保護することで

(Hadfield, 1990, Emerson, 2010)、これら小売店舗の排除効果を緩和できる可能性も

示唆している。 
Pan (2018)の設定から示唆されることは、直接販路の開設そのものではなく、既存

小売店が直面する取引条件が悪化することで川下市場における活動が困難になった

か否かが重要ということである。 

3. Matsushima, Mizuno, and Pan (2018)の設定と結果 

以下では、Matsushima, Mizuno, and Pan (2018)の設定と結果について紹介する。

生産費用ゼロで投入物を生産できる独占川上企業 U が、川上から調達した財を費用

ゼロで最終消費財として供給できる川下企業 D と取引している状況を出発点として設

定している。この市場構造の下、独占川上企業が、川下企業よりも効率性の点で劣る

直接販路 DU を開設するか否か検討している。 
ゲームの流れは以下の通りである。最初に、川上企業 U は直接販路を開設するか

否か決定する。その後、川上企業 U の決定を観察した後、１節で触れた通り、川上企

業 U と川下企業 D は二部料金契約(w,F)を交渉によって決定する5。なお、w と F は

それぞれ川下企業 D が川上企業 U に支払う卸売価格と固定料金である。川上企業

U の川下企業 D に対する交渉力をβ ∈ [0,1]で表す。契約が決定された後で、川下市

場にいる企業は生産量を同時に決定する。川上企業 U が直接販路を開設した場合、

川下市場の各企業は同質財を供給していると仮定する。 

 
図３: Matsushima, Mizuno, and Pan (2018)の市場構造 

もし、直接販路を開設しない場合、川上企業 U と川下企業 D の交渉において、卸

売価格 w を川上企業 U の限界費用であるゼロに一致させることで（すなわち、w=0 が

                                                   
5 交渉を定式化するために Nash 交渉を仮定しており、産業組織理論の文脈で用いられることが多い(例えば、

Horn and Wolinsky, 1988; Inderst and Wey, 2003; Iozzi and Valletti, 2014; Gaudin, 2018)。この文脈について

は Gaudin (2018)の第１節が詳しく説明している。 
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交渉で実現する）、川下企業 D が産業全体の利潤を最大化させる生産量を設定する

ように誘導する。それを前提に、川下企業 D が得る独占利潤（これを とする）を交渉

力に応じて分け合うので、川上企業 U と川下企業 D の利潤はそれぞれβ と(1 −
β) となる。 

直接販路を開設した場合、限界費用 の直接販路 DU と実質の限界費用が w の川

下企業 D が同質財の数量競争をする6。数量競争を仮定すると、各川下企業は自社

の川下利潤だけ考慮して生産量を決定するため、限界費用非対称の複占市場にお

ける数量競争が実現する7。この数量競争が起こることを予想した上で、取引条件の卸

売価格 w を調整することで産業全体の利潤を最大化する。直接販路の限界費用 が

低い場合は、卸売価格 w を高水準にして直接販路 DU に生産を傾斜して川下市場の

競争を抑止する。結果として、効率性で勝る川下企業 D を十分に活用できないことに

なる。対して、直接販路の限界費用 が高い場合は、卸売価格 w を低水準にして効

率性で勝る川下企業 D に生産を傾斜することで非効率な直接販路 DU の生産を抑制

する。結果として、効率性で勝る川下企業 D を十分に活用することになる。 
よって、一見すると反直観的だが、直接販路の限界費用 が低い場合に直接販路

の開設が実現すると、川上企業 D が直面する卸売価格 w が上昇することで、川上企

業 D から直接販路 DU への非効率な生産代替が生じるため総余剰の減少が起こる。

そして、川上企業の交渉力β ∈ [0,1]が十分に強い場合を除いて（βが十分に大きい場

合を除いて）、直接販路の開設が実現する。 
Matsushima, Mizuno, and Pan (2018)の設定から示唆されることは、直接販路の

開設そのものではなく、前節と同様に、既存小売店が直面する取引条件が悪化するこ

とで川下市場における活動が困難になったか否かが重要ということである。 

4. Matsushima and Mizuno (2018)の設定と結果 

最後に、Matsushima and Mizuno (2018)の設定と結果について紹介する。生産費

用ゼロで投入物を生産できる独占川上企業 U が、川上から調達した財を費用 − で

最終消費財として供給できる川下企業 D と取引している状況を出発点として設定して

いる。なお、 は川下企業 D が費用削減努力 を行う前の費用水準であり、努力量 の

分だけ限界費用が下がる状況になっている。この市場構造の下、独占川上企業が、

川下企業よりも効率性の点で劣る直接販路 DU を開設するか否か検討している。この

                                                   
6 川下で供給される財が水平差別化されている場合、DU の開設によって財の多様性が生まれるため、その効果だ

けで総余剰の改善効果が発生するので、Matsushima, Mizuno, and Pan (2018)では同質財の数量競争を仮定し

ている。 
7 逆需要関数を P(Q)とすると（Q は市場全体の供給量）、川下企業 D と川上企業 U の利潤はそれぞれ =( ( ) − ) − と = ( ( ) − ) + + となる。それぞれの利潤関数を各企業の戦略変数である

と で一回微分すると、 = ( ( ) − )+ ′( ) と = ( ( ) − ) + ′( ) を得る。これは、限界費用

非対称の下で複占企業が数量競争を行うときに得られる利潤最大化の条件と一致している。 
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直接販路 DU は、川上から調達した財を費用 + で最終消費財として供給できる。 
ゲームの流れは以下の通りである。最初に、川下企業 D は費用削減投資の水準

を決定する。その際、投資費用 ( )を被る。次に、費用削減投資の水準 を観察した

上で、川上企業 U は直接販路を開設するか否か決定する。その後、川上企業 U の決

定を観察した後、川上企業 U と川下企業 D は二部料金契約(w,F)を交渉によって決

定する。なお、w と F はそれぞれ川下企業 D が川上企業 U に支払う卸売価格と固定

料金である。川上企業 U の川下企業 D に対する交渉力をβ ∈ [0,1]で表す。契約が決

定された後で、川下市場にいる企業は生産量を同時に決定する。川上企業 U が直接

販路を開設した場合、各企業は同質財を供給していると仮定する。 

 
図４: Matsushima and Mizuno (2018)の市場構造 

を決定した後については、前節で説明した Matsushima, Mizuno, and Pan 
(2018)と似た状況なので説明を省略し、直接販路 DU の非効率性 と均衡における

の関係について説明する。また、川上企業の交渉力が一定水準以下だと、投資水準

と関係なく、川上企業 U は交渉力を高めるために必ず直接販路を開設するので、川

上企業の交渉力が相当強い場合に話を限定する8。 
非効率性 によって４つの場合に分類できる。 

 
図５: 費用削減投資水準 と直接販路の非効率性 の関係 

                                                   
8 Matsushima and Mizuno (2018)では、逆需要関数と投資費用を特定化して分析しているが、その下で、βの値

が 0.737 を下回ると必ず直接販路の開設が実現する。 
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非効率性 の程度が小さい場合（図 5 の領域( )）、直接販路開設の脅威によって

川下企業 D の努力が引き出されて、結果として直接販路は開設されず、効率的にな

った川下企業 D を通じた供給が実現する。これは競合する直接販路の開設可能性を

残すことの総余剰改善効果を捉えている。非効率性 の程度が中程度の場合（図 5
の領域( )）、川下企業 D は、あたかも直接販路開設の脅威がないかのように努力量

を設定し、実際に直接販路は開設されずに、効率的になった川下企業 D を通じた供

給が実現する。非効率性 の程度が高い場合（図 5 の領域( )）、川下企業 D が効

率的になり過ぎると、川上企業 U が交渉力を高めることを目的とした直接販路の開設

をするため、直接販路開設の脅威がない場合よりも低い努力量を設定して、直接販路

の開設が起こらないようにする。結果として、効率的になった川下企業 D を通じた供給

が実現するが、この場合は、直接販路を開設しないことに確約できれば、確約すること

で努力を引き出せることになる9。非効率性 の程度が高すぎるため直接販路の活動

が産業利潤の観点から望まれない場合（図 5 の領域( )）、川下企業 D の効率性とは

関係なく、川上企業 U が交渉力を高めることを目的とした直接販路の開設をするため、

直接販路が開設されることを前提として努力量を設定する。この場合、交渉力を高め

るために開設した直接販路の活動を抑制するため、川下企業 D に対して負の卸売価

格（すなわち w<0）を提示する。 
このように、直接販路の非効率性 が小さい場合には、直接販路開設の脅威が効

率性改善効果を発揮し、それ以外の場合には、直接販路が開設された場合でも川下

企業 D に対して低い卸売価格が提示されることで川下市場の供給が促進される。よっ

て、川下企業が効率性改善努力を行える場合には、直接販路が開設されたとしても、

川下企業 D による供給を促進する取引条件に設定されるため、総余剰の観点から問

題になりにくい。 

5. 結語 

本稿では、筆者らによる研究成果を踏まえて、川上企業による直接販路の開設が

総余剰に与える効果について概観した。各研究成果から示唆されることは、直接販路

の開設による既存小売店舗への影響を検討する際、既存小売店が直面する取引条

件が悪化することで川下市場における活動が困難になったか否かが重要であり、直接

販路の開設により既存小売店舗と競合する新たな店舗が出現したことそれ自体は、総

余剰の観点からは重視する必要がないことである。もちろん、事前の段階で既存小売

店舗に排他的な商圏を認めている場合には、その限りではないことには注意すべきで

ある。 
本稿で紹介した市場環境は非常に簡素なものなので、これを様々な市場環境に発

                                                   
9 このような、直接販路の開設を取りやめることで既存小売店舗の対応を調整した例としては、90 年代末の Levi 
Strauss によるオンラインチャネルからの撤退がある（Kumar and Ruan (2006,p.292)を参照）。 
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展させることが、今後必要とされる。 
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